
自 平成16年4月1日　至 平成17年3月31日

第109期
事業報告書

第109期
事業報告書
自 平成16年4月1日　至 平成17年3月31日

株主メモ

３月31日

６月下旬

３月31日

９月30日

東京都において発行する日本経済新聞

無　料

東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目８番４号（〒168-0063）
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話（03）3323－7111（大代表）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

東京証券取引所

決 算 期 日

定時株主総会

株 主 確 定 日
定時株主総会
利 益 配 当 金
中 間 配 当 金

公告掲載新聞

名義書換手数料

名義書換代理人

同事務取扱所

同 取 次 所

上場証券取引所

I N F O RM A T I O N

株主優待制度の新設に関するお知らせ
当社は、平成17年3月期より株主優待制度を新設いたしました。

1．株主優待制度の内容
漓株主優待の方法

毎年3月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載また
は記録された株主様で、かつ1,000株以上保有する株主様に対
し、QUOカードを年1回、以下の基準により贈呈いたします。
滷優待内容
○1,000株以上5,000株未満保有の株主様 3,000円分
○5,000株以上保有の株主様 5,000円分
澆贈呈時期
毎年6月の定時株主総会後に発送いたします。

2．実施開始時期
平成17年3月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記

載または記録された株主様より実施いたします。

〕
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株主の皆様へ 営業の概況

株主の皆様におかれましては、ますま

すご清祥のこととお慶び申し上げます。

ここに第109期の事業報告書をお届け

するにあたりまして、平素のご支援、ご

厚情に対し厚くお礼申し上げます。

平成17年６月

代表取締役社長

上光　勲

営業の経過および成果
当期におけるわが国経済は、中国を始めとするアジア地

域や米国の経済に牽引された輸出に支えられ、企業収益の
改善や設備投資が増加し、また、雇用情勢の改善から個人
消費も底堅い動きをするなど、景気は緩やかな基調で回復
してまいりましたが、原油価格や素材価格の高騰など懸念
材料もあり不透明感を残す状況下で推移いたしました。
このような経済環境のもとにおいて、当社の売上高総額

は、国内向け電装品の売上拡大、冷蔵庫事業におけるオー
ストラリア向け冷蔵庫の売上拡大などにより、前期対比
5.1％増の311億36百万円となりました。
次に事業部門別の概況につきましてご報告申し上げます。

［電装品事業］
電装品事業とは、ディーゼルトラック・バス用電装品を

主とする部門で、国内同業界は、前期については、首都圏
を中心としたディーゼル排ガス規制強化に伴う買い換え需
要が大幅増となりましたが、今期は規制強化が関西圏に移
り、前期レベルにはいたらないまでも堅調に推移しました。
また、輸出向けが、新市場向け製品の売上拡大や東南アジ
ア向けが好調に推移したことなどにより前期対比増加し、
電装品の当期売上高は、前期対比5.2％増の117億29百万円
となりました。
［発電機事業］
発電機事業とは、可搬式発動発電機および同製品用の発

電体を主とする部門で、売上の大部分は海外市場へ向けら
れております。当期は小型機種から大型機種へと需要の変
化がみられ、また、自主製品が中東市場において低価格の
コピー商品の影響を受け販売が減少しましたが、OEM経由
の北米向け需要が拡大したことなどにより、発電機の当期
売上高は、前期対比1.1％増の157億36百万円となりました。
［冷蔵庫事業］
冷蔵庫事業とは、各種車両用・船舶用電気冷蔵庫を主と

する部門で、国内につきましては、売上高は前年同期対比
減少いたしましたが、輸出向けは、主力市場の米国向けト
ラック用冷蔵庫市場が好調であったことや、オーストラリ
ア向け新製品投入が大幅な受注増加・売上拡大に寄与し、
冷蔵庫の当期売上高は、前期対比26.7％増の36億70百万円
となりました。

1．研究を進め技術を練磨し輝かしく躍進しよう
2．顧客に対する責務と信義を守り社会に貢献しよう
3．労使協調相互信頼により明るい職場を樹立しよう

社　是

澤藤電機は良い商品を造り、企業としての社会的責任
を果たし、関係する全ての人に栄を与える。

＊顧客に感動を
＊自然に清らかさを
＊社業に携わる人に栄を

経営理念
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次に、当期の収益面につきましてご報告申し上げます。
当社は、従前に引き続き全社を挙げて、原価低減や経費

削減活動など、経営全般にわたる合理化努力を続けてまい
りましたことに加え、国内外市場における販路の拡大強化
により、当期の売上高総額が、前期対比15億23百万円増の
311億36百万円となりました。損益面におきましては、当期
の経常利益は５億60百万円、当期純利益１億62百万円を計
上することができました。

設備投資の状況
電装品、発電機の製品シリーズの充実化、合理化、維持

更新などの投資を実施いたしました。この結果、当期の設
備投資総額は２億72百万円でありました。

資金調達の状況
売上の増加に伴う増加運転資金として、当期末の有利子

負債残高は31億95百万円と前期対比８億23百万円増加いた
しました。

なお、設備投資資金に対しましては、自己資金を充当い
たしました。

対処すべき課題
今後当社が対処すべき課題は、経営環境が変化するなか

においても、継続的に収益を維持・向上のできる企業体質
を確立することであります。具体的に申し上げますと電装
品、発電機、冷蔵庫の各製品の開発から製造まで今後ます
ます重要視されます環境保全に充分に対応できるようにす
るとともに、市場のニーズに合致した信頼性の高い高度化
技術商品を開発し、最適地生産体制を目指し、販売力を強
化することにより当社製品の市場への拡大をはかり、企業
価値を高め、株主重視・顧客満足・社会貢献の経営理念を
実現してまいります。
また、当社は、企業の継続的な成長・発展をはかるため、

コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と認識
し、コンプライアンスの推進ならびに企業倫理のさらなる
向上のため、引き続き取締役会を主体として、コンプライ
アンスと企業倫理に関する体制を一段と強化してまいりま
す。
以上の課題を着実に推進するために、中期４ヵ年計画を

策定し、計画達成のために全社を挙げて品質保証体制の強
化、原価低減、経費の削減、生産効率の向上、間接部門の
効率化などにより、企業体質強化に努めてまいります。ま
た環境活動の強化と安全の確保に万全を期すとともに、製
品の高性能軽量化、生産活動全般にわたる省エネルギー化、
産業廃棄物および化学物質排出量の低減に努め、地球環境
の保全と企業の継続的発展の両立に積極的に取り組み、持
続可能な社会に向けて貢献していきたいと考えております。
当社は、株主の皆様のご支援にお応えし、当社株式への

投資の魅力を高めるため、株主優待制度を新設いたしまし
た。株主の皆様におかれましては、なにとぞご理解を賜り
まして、引き続き一層のご支援、ご鞭撻のほどお願い申し
上げます。
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営業成績および財産の状況の推移
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貸借対照表 （平成17年３月31日現在） 損益計算書 自 平成16年 4 月 1日（至 平成17年 3 月31日）

金　額

百万円（資産の部） 百万円（負債の部） （経常損益の部）

科　目 金　額科　目

流動資産

現金預金

受取手形

売掛金

製品

原材料

仕掛品

貯蔵品

短期貸付金

繰延税金資産

その他の流動資産

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具備品

土地

建設仮勘定

無形固定資産

施設利用権

ソフトウェア

その他無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

子会社株式

子会社出資金

長期貸付金

子会社長期貸付金

繰延税金資産

その他投資

貸倒引当金

流動負債

支払手形

買掛金

短期借入金

1年以内返済予定長期借入金

未払金

未払法人税等

未払消費税等

未払費用

預り金

賞与引当金

製品保証引当金

設備関係支払手形

固定負債

長期借入金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

負債計

資本金

資本金

資本剰余金

資本準備金

利益剰余金

利益準備金

任意積立金

別途積立金

当期未処分利益

株式等評価差額金

自己株式

資本計

10,874

918

212

6,081

1,485

47

1,659

34

4

344

179

△ 93

7,345

3,659

1,060

83

1,135

13

346

1,014

6

46

1

39

5

3,638

3,002

29

218

15

168

122

83

△ 0

10,697

1,340

4,710

2,995

176

422

249

20

233

119

354

34

40

2,822

23

2,696

102

13,520

1,080

1,080

117

117

1,992

171

1,510

1,510

311

1,511

△ 2

4,699

18,220合　計18,220合　計

（資本の部）

百万円

科　目 金　額

営業損益の部

営業収益

売上高

営業費用

売上原価

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外損益の部

営業外収益

受取利息配当金

その他収益

営業外費用

支払利息

その他費用

経常利益

特別利益

有形固定資産売却益

特別損失

有形固定資産売却損

有形固定資産廃却損

投資有価証券売却損

退職給付会計基準変更時差異償却額

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

当期未処分利益

28,696

1,923

85

52

17

75

0

0

18

2

242

537

△ 402

31,136

30,619

516

137

93

560

0

264

296

134

162

148

311

（特別損益の部）
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連結貸借対照表 （平成17年３月31日現在）

金　額

百万円（資産の部） 百万円（負債の部）

科　目 金　額科　目

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

たな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

その他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

流動負債

支払手形及び買掛金

短期借入金

未払法人税等

賞与引当金

製品保証引当金

その他

固定負債

長期借入金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

負債計

少数株主持分

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自己株式

資本計

11,322

1,178

5,758

3,950

365

168

△ 98

7,344

4,055

1,248

1,392

1,054

360

46

3,241

3,002

139

100

△ 0

10,706

5,960

3,187

268

357

43

889

2,872

62

2,708

102

13,579

110

1,080

117

2,210

1,511

61

△ 2

4,978

18,667負債、少数株主持分
及び資本合計18,667資産合計

（少数株主持分）

（資本の部）

利益処分

円

科　目 金　額

当期未処分利益

これを次のとおり処分いたします。

配当金（1株につき3円）

役員賞与金

（うち監査役分）

次期繰越利益

311,241,482

64,790,907

13,462,000

（1,474,000）

232,988,575
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連結損益計算書 自 平成16年 4 月 1日（至 平成17年 3 月31日）

百万円

科　目 金　額

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息配当金

その他収益

営業外費用

支払利息

その他費用

経常利益

特別利益

有形固定資産売却益

特別損失

有形固定資産売却損

有形固定資産廃却損

投資有価証券売却損

退職給付会計基準変更時差異償却額

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

当期純利益

29,823

2,121

34

56

17

80

0

1

18

2

242

586

△ 410

32,608

31,944

664

90

97

657

0

265

391

175

0

215

会社概況

当社は、下記製品の製造販売を行っております。
●電装品
主としてディーゼルトラック・バス用電装品でありますが、このほか
汎用・舶用電装品および油圧機器用小型DCモータも扱っております。
●発電機
主として可搬式発動発電機および同製品用発電体であります。
●冷蔵庫
主として各種車両用および船舶用電気冷蔵庫であります。

主要な事業内容

本　社 東京都練馬区豊玉北6丁目15番14号
営業所 東京事務所（本社と同じ）
工　場 新田工場（群馬県太田市新田早川町3番地）

主要な営業所および工場

■英文社名 SAWAFUJI ELECTRIC CO.,LTD.
■創　　立 大正８年５月10日
■資 本 金 1,080,500千円

代表取締役社長
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

上 光 　 勲
竹 内 正 行
柴 田 政 春
板 倉 勝 洋
石 川 孝 明
坂　本　伊知郎
松 本 和 男
志 村 勝 己
寺 澤 通
瀬　尾　信一郎
長 田 雅 裕
青 柳 　 豊
萩 原 文 二
三 宅 信 弘
竹 島 　 浩

取締役および監査役の状況
（平成17年６月28日現在）
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製品紹介

電 装 品

スタータ
ディーゼルエンジン用
スターティングモータ
5kWタイプ

オルタネータ
バッテリー充電用発電機
50Aタイプ

エキサイタ内蔵
リターダ
50kg・mタイプ

発 電 機

エレマックス
ELEMAX SHX1000

エレマックス
ELEMAX SHT25D

車載用電気冷凍冷蔵庫（2槽式）
MT80F－C

冷 蔵 庫


